
 

    多文化共生事業事例集 
年度 

R３ 

団体名 
山形県 

助成金名：多文化共生のまちづくり促進事業  ジャンル H 

 事業費総額   ２，４００千円 日本語学習 

事業名 
日本語ボランティア育成講座とオンライン学習支援事業 

 

概 要 日本語ボランティア育成研修や、 

オンラインによる学習支援セミナーを開催した。  

 事業の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象者：日本語ボランティアに興味がある県民、既に日本語ボランテ

ィアとして活動している県民 

・実施地域：山形県内 ４カ所（鶴岡市、新庄市、長井市、山形市） 

事業内容は、以下のとおりとし（公財）山形県国際交流協会に委託し事

業を実施した。 

事業は以下の日程で、令和３年４月から令和４年２月の間に県内４カ所

で開催した。 

 

Ａ：日本語ボランティアを育成するための研修プログラム 

開催地域 講座開催日程 参加人数／修了者数 

鶴岡市 令和 3年 7月 17日～9月 15日 34人／25人 

新庄市 令和 3年 9月 5日～12月 12日 19人／11人 

長井市 令和 3年 9月 30日～11月 18日 20人／19人 

山形市 令和 3年 12月 5日～12月 26日 20人／17人 

４カ所での開催のほか、プログラム参加者を対象とした多文化共生セミ

ナーを９月 17日に山形市にて開催した。（同時 Zoom配信） 

 

Ｂ：ボランティアが行うオンラインでの学習支援に関するセミナー 

開催地域 講座開催日程 参加人数 

鶴岡市 令和 3年 10月 16日 9人 

山形市 令和 3年 11月 14日 4人 

長井市 令和 3年 12月 18日 8人 

新庄市 令和 4年 1月 22日 4人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業のポイント 

 

事業の背景 

 

◇外国人の日本語学習意欲に対応でき

るサポート体制を強化するため、日本語

ボランティアの人材を育成・確保するた

めのプログラムを実施し、併せてボラン

ティアが行うオンラインでの学習支援

に関するセミナーを開催した。 

◇山形県の外国人人口は、令和元年まで

5年連続で増加しており、特に技能実習

生や留学生が増加傾向にある。令和２年

度に県が実施した在住外国人アンケー

トでは、これら来日 5年未満の外国人の

日本語学習意欲が高いという結果がで

ている。日本語を学ぶ場合に重要なこと

は、「費用がかからない」（約 24％）、「進

学・就職に役立つ学習内容」（約 21％）、

「自宅・職場（学校）に近い学習場所」

（約 20％）となっている。 

また、新型コロナや、冬期間の積雪によ

る通所困難等の理由によりオンライン

授業の需要があるが、教える側がオンラ

インでの学習支援に慣れていない。 

鶴岡市 
新庄市 

山形市 

米沢市 

＜実施地域＞ ＜在留資格別 外国人人口（令和２年）＞ 

永住者 

3,050 人 

全体 

7,717 人 

技能実習 

2,346 人 

日本人の配偶者 

395 人 

技術・人文知

識・国際業務 

376 人 

留学 271 人 
その他 

1,279 人 



 

事業実施における工夫点・事業の成果等 

●事業実施における工夫点 

事業内容の一つである、日本語ボランティアを育成す

るための研修プログラムでは、受講者に日本語を教える

というスキルだけではなく、県内の在住外国人の状況、

課題等に関する講義のほか、多文化共生に関するセミナ

ーも受講してもらうことで、在住外国人のことを知り、

彼らの生活に寄り添った学びの支援ができるように工

夫した。 

また、ボランティアが行うオンラインでの学習支援に

関するセミナーでは、オンラインツールの入門として

「Zoom」（ビデオオンラインツール）の使い方を基本

とし、文化庁の「いろどり」を使用した模擬授業などを

行った。オンラインに慣れていない方のため、セミナー

は対面で実施した。 

事業の実施にあたっては、（公財）出羽庄内国際交流

財団、NPO法人芸術文化振興市民ネット新庄、～せか

いとつながる～アクショングループながいの各地域の

団体と協力、連携しプログラムの企画・運営を行った。 

 

 

 

●事業の成果 

日本語ボランティア育成研修は、県内 4地域で研修を計

28回実施し、93名が参加した。研修は全 16時間とし、

終了条件等を設け、72 名が修了した。日本語学習支援の

学び直しの場として参加された方や、日本語教室が開設さ

れていない近隣地域からの参加者もおり、様々な意味でボ

ランティア育成につながった。 

オンラインによる学習支援セミナーは、県内 4地域で計

4 回実施し、25 名が参加した。オンラインの会議に出席

したことはあるものの、自分がホストとなり主催側にまわ

ることがなかった方がほとんどで、使い方が分かって良か

った、などの感想があり、今後のオンライン学習支援の一

助となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の課題・（コロナ禍の状況を踏まえた）将来に向けての展望等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各市代表による環境活動報告 

（２００７年 承徳市・中国） 

事業担当者のふりかえり 

・事業実施のきっかけは、在住外国人アンケート結果であったが、事業を企画、実施していく中で、県内４

地域で活動している団体の方から、地域の日本語学習の現状やボランティアの活動内容、支援者として感じ

ていることなどについて聞くことができたことは、担当者としても貴重な経験となったし、人的な繋がりも

できて大変ありがたいと感じた。今後もこの繋がりを大事にしていきたい。 

・コロナ禍での事業実施となり、対面での開催が危ぶまれた状況もあったが、全て対面で事業を実施するこ

とができたことは、各団体の協力があってこその結果であり、心から感謝申し上げたい。 

【日本語ボランティア育成研修】 

【オンラインによる日本語学習支援入門】 

既にボランティアとして活動している方が学び直し

の機会として本事業に参加した例もあり、新たなボラ

ンティア育成とともに、ボランティアのスキルアップ

の機会を設ける必要性がある。また、既に日本語教室

がある地域でもボランティアが不足している状況があ

り、ボランティア育成に継続して取り組む必要がある。 

以上のようなボランティア育成等のほか、令和３年

４月に実施した県内在住外国人の多い９市との意見

交換では、外国につながる子どもへの日本語学習支援

について、県内の日本語教育専門家との懇談では、ボ

ランティアとは違う日本語教育の質を担保した学習

支援者育成の必要性について意見があった。 

コロナ禍が収束すれば、在住外国人の増加（子ども

を含めて）が想定されることから、今後は県全体で日

本語学習支援・日本語教育について話し合う機会の設

定や、支援の枠組みづくりを進める必要がある。 


